
⑤減災の観点も重視した農業災害の防止による安全・安心な地域社会
の形成に資する技術事例４
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○池敷底泥土（ヘドロ）を有効利用した低コストなフィルダムのリニューアル工法

技術の概要 導入事例（新聞報道）
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技術の概要

フジタ 共同開発
太平洋セメント

技術の効果

池内に堆積した底泥土に固化剤を添付し固めて砕いた後、耐久
性・遮水性に優れた築堤土として有効利用する技術

底泥土を遮水性と強度に優れた築堤土として有効利用
築堤土と、底泥土の処分場の確保が不要
従来工法と比較して約10%のコスト縮減

技術の概要
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技術の効果



３．技術開発計画の見直し

成 年 策定された土地改良長期計 農を「強くする 土を「守る
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○平成24年３月に策定された土地改良長期計画では、Ⅰ．農を「強くする」、Ⅱ．国土を「守る」、
Ⅲ．地域を「育む」の３つの政策課題と７つの政策目標を定めている。この目標を達成するため
に必要な技術開発の推進方向を示すため、技術開発計画の内容を見直す必要がある。

○このため 現在の技術開発計画で示している基本方針 具体的な技術開発テ マ等を新たな○このため、現在の技術開発計画で示している基本方針、具体的な技術開発テーマ等を新たな
政策目標に沿って再編するとともに、重点化を行う。

土地改良長期計画

技術開発計画

土地改良長期計画

政策目標を達成するための技術開
発の基本方針の設定

基本方針

基本方針に示した主要課題と視点
を踏まえつつ、具体的な技術開発
のテーマの提示

技術開発テーマ

のテ マの提示

目標とする期間内に着実に開発

技術開発の推進のため
の条件整備

目標とする期間内に着実に開発、
普及するための関係機関の連携や
フォローアップ体制の整備



技術開発の方向性（事例）

○農地防災対策の総合的な推進に資する技術○農業水利施設の戦略的な保全管理に資する技術

国土を「守る」農を「強くする」

＜現状の課題＞

ため池の大規模地震に対
する動的挙動解析手法や
照査手法の開発が必要

＜現状の課題＞

近年の電気料金値上げ
や燃料費の高騰に伴う
維持管理費の負担増の

○省エネルギー性の高

維持管理費の負担増の
軽減が必要

○ため池の大規模地震への
耐震性検証や最も効果的な
耐震対策など耐震対策の促

○戦略作物等の生産拡大のための水田の汎用化に資す

農を「強くする」

高
い、高効率・省電力型の
機械設備の技術開発

地域を「育む」

耐震対策な 耐震対策 促
進

○戦略作物等の生産拡大のための水田の汎用化に資す
る技術

○再生可能エネルギーの導入促進に資する技術

＜現状の課題＞

農業生産基盤の整備に
より 生産性 汎用性の

＜現状の課題＞

災害に強く、エネルギー

○農地の排水性、通気

より、生産性・汎用性の
高い優良農地を確保す
ることが必要

利用効率の高い自立・
分散型エネルギーシス
テムの確立が必要

○農業用水を活用した
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性の改善などを行うた
めの低コストで簡易な
土層改良法の開発

○農業用水を活用した
小水力発電等を活用し
た再生可能エネルギー
の生産及び利用の促進



○ 平成２４年度内に、農業農村振興整備部会技術小委員会において、審議をいただく予定。

9４．策定スケジュール（案）

○ 平成 年度内 、農業農村振興整備部会技術小委員会 お 、審議を ただく予定。
○ 技術小委員会での審議結果を農業農村振興整備部会へ報告し、その結果を踏まえ、技術開発計画を策定予定。

平成24年度
６月１９日 第１回農業農村振興整備部会

（技術小委員会へ付託）

７月１３日 第１回技術小委員会 （現計画の成果）

９月頃 第２回技術小委員会 （骨子提示）

２月頃 第３回技術小委員会 （取りまとめ）
（農業農村振興整備部会に報告）

年度内 農業農村振興整備部会 （報告）年度 農業農村振興整備部会 （報告）

新たな技術開発計画の策定


